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令和元年５月３０日制定 

 

発酵漬物認定制度要綱 

 

（発酵漬物認定制度の目的） 

第１条 全日本漬物協同組合連合会（以下、「全漬連」という。）は、会員の製造

又は加工し発酵させて製造した農産物漬物を「発酵漬物」として認定する発酵漬

物認定制度（以下、「認定制度」という。）を設け、会員が製造し一定基準以上に

達していると認めた製品に対し全漬連の定める認定証票を付すことを認めるこ

とにより、健康への寄与、消費者の信頼性確保及び漬物産業の発展を図ることを

目的とする。 

２  前項の目的を達成するために、発酵漬物認定要領（以下、「認定要領」とい

う）、発酵漬物認定基準（以下、「認定基準」という。）、発酵漬物の表示基準及び

表示様式（以下、「表示基準」という。）等を定める。 

 

（発酵漬物の定義） 

第２条 発酵漬物は、乳酸発酵漬物及び発酵床熟成漬物の 2種類とする。 

２  発酵漬物の定義は、認定基準において定める。 

３  発酵漬物の表示に関する事項は、表示基準において定める。 

 

（認定制度の運営） 

第３条 全漬連は、第１条第２項で定める認定要領に従って認定制度を運営する。 

２  全漬連は、発酵漬物認定制度における認定に関する調査、定期検査、工場指

導等を一般社団法人全国漬物検査協会（以下、「検査協会」という。）に委託する。 

 

（認定の表示及び数量） 

第４条 会員はあらかじめ全漬連の認定を受けて、認定基準を満たして製造又は

加工した製品の容器又は包装に、全漬連により認定したことを示す表示（以下、

「認定証票」という。）をシール貼付又はフィルム印刷することができる。 

２ 認定証票を貼付又は印刷した製品は、認定したものとして、製品のアイテム

ごとにその使用枚数を別紙様式により全漬連に毎月届けなければならない。 

 

（認定証票の交付及び様式） 

第５条 全漬連は、認定申請者に対し、認定証票シール又はその製品に印刷する

認定証票の清刷りを交付する。 
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２  前項に定める認定証票の様式及び表示の方法は表示基準に定める。 

 

（要綱、要領及び基準の改定、廃止） 

第６条 本要綱、認定要領、認定基準、表示基準の改定又は廃止をしようとする

ときは、全漬連発酵漬物認定委員会で議決しなければならない。 

２  前項の議決後、その内容を速やかに会員に通知しなければならない。 

 

 

附則（令和元年５月３０日 制定） 

１. この発酵漬物認定制度は、令和元年５月３０日から施行する。 

２. この制度に基づく、事前申請の受付及び認定審査は、令和元年８月１日か

ら行うことができるものとする。 
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別紙様式

年月日 受領 払出 残数 備考

発酵漬物認定証票受払簿

会社名　　　　　　　　　　　　　　（商品名）　　　　　　　　　

（認定番号　　　　　　　）
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令和元年５月３０日制定 

発酵漬物認定要領 

 

第１章 発酵漬物の認定 

 

（認定の目的） 

第１条 全漬連は、消費者より信頼される発酵漬物を提供するため、認定された

製品の品質についての認定を行う。 

２ 前項の認定は、品質の不適正な製品の生産を事前に予防すると共に、品質の

向上を図ることを主眼とする。 

 

（製造者の責務） 

第２条 認定製品は、品質についての認定審査を受けると共に、品質の向上に努

めなければならない。 

 

（認定の対象及び審査） 

第３条 認定の対象は、会員の製造する発酵漬物とし、認定を受けるためには 

製品が認定基準を満たしているか全漬連の審査（以下、「認定審査」という。）を

受けなければならない。 

２ 認定基準は、「乳酸発酵漬物」及び「発酵床熟成漬物」で構成する。 

 

（認定の合否） 

第４条 認定製品は、認定審査あるいは第６条第２項で定める更新審査の結果

において、認定基準に適合していること。 

 

（有効期間の査定） 

第５条 全漬連は、前条により適合とされた発酵漬物について、次回更新までの

認定有効期間（以下、「有効期間」という。）を定める。 

２ 認定製品の有効期間は 3年とする。 

 

（有効期間の開始日） 

第６条 有効期間の開始日は、審査を受け認定された日とする。 

２ 継続して認定を受ける場合には、有効期間満了日までに認定基準を満たし

ているかどうかの審査（以下、「更新審査」という。）を受けなければならない。

その審査結果に基づき、更新後の合否の評価を行う。 
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（認定の一時停止） 

第７条 全漬連は、認定製品が次の各号の一つに該当すると認めるときには、認

定を一時停止して、停止期間中の認定証票の使用を差し止めることができるも

のとする。 

（1）認定製品を原因とした事故または事件により、第三者に重大な健康被害を

及ぼした、あるいは及ぼす可能性が濃厚であると認められたとき。 

（2）認定製品について、認定の取り消しに相当する事由が合理的に疑われたと

き。 

（3）認定製品についてその製造者から認定の一時停止申し入れがあり、相応な

理由と認められたとき。 

２ 全漬連は、前項各号について、当該認定製品製造工場に立入調査を行うこと

ができる。正当な理由がなく立ち入り調査を拒んだ場合は、直ちに認定停止の措

置を行い、認定証票の使用を差し止める。 

３ 認定停止期間も認定期間に算入するものとする。 

 

（認定の一時停止の解除） 

第８条 認定の一時停止の解除を望むときには、様式５の認定停止再審査請求

書（以下、｢再審査請求書｣という。）を、全漬連に提出しなければならない。全

漬連は停止事由が解消したかについて、解除確認調査を行う。 

２ 調査の結果、合格の場合は一時停止を解除する。 

３ 調査の結果、不合格であった場合は、認定の有効期間の間であれば、指摘さ

れた課題に対する是正を行い、その是正期間を経過した後に、再審査請求書によ

る解除確認の再調査の申請を行うことができる。 

 

（再審査料の納付） 

第９条 解除審査の申請者は、解除確認の申請が受理された後、第２８条に定め

る再審査料等を全漬連の請求に基づき事前に納入しなければならない。解除確

認の再調査の申請であっても同様とする。 

 

（認定の有効期間の短縮、取消し及び取下げ並びに通知） 

第１０条 全漬連は、認定製品が次の各号の一つに該当すると認めるときは、有

効期間の短縮、または認定の取消しのほか、期間を定め、認定を認めないことが

できる。 

（1）当該製品が認定基準に適合しなくなったとき。 

（2）当該製品の製造を中止したとき。 

（3）当該製品が不当な手段により認定を受けたとき。 
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（4）当該製品が認定の一時停止期間中に認定期間を満了したとき。 

（5) 全漬連の定める認定を受けずに、認定証票の付された発酵漬物を販売した

とき。 

（6）当該製品について「市販品の調査」等の結果、不適合があることが明らか

になったとき。 

（7）国内外を問わず当該製品の製造企業活動において、法令及び認定制度等に

著しく反する行為が認められたとき。 

（8）発酵漬物認定申請書（様式１）による認定数量を偽り、過少申告したとき

及び使用枚数の毎月報告を行わないあるいは虚偽報告をしたとき。 

（9）当該認定工場において、第２７条で定める認定証票使用料を全漬連に対し、

1年以上、滞納したとき。 

（10）当該製品製造事業者から様式６の発酵漬物認定取下げ届による認定取り

下げ申請があったとき。 

（11）第７条第２項の立入調査に対して、正当な理由がなく拒否を行ったとき。 

（12）その他、不正使用により全漬連の名誉を著しく傷付けたとき。 

２ 全漬連は、前項に抵触する疑義がある場合、当該認定製品製造工場への立入

調査を行うことができる。当該工場は、正当な理由がない限り、この立入調査

を拒否することはできない。 

３ 全漬連は、第１項により認定を取り消したときは、遅滞なく当該認定申請者

に対し、その旨に理由を付して文書をもって通知する。 

 

第２章 発酵漬物認定委員会 

 

（認定委員会の設置） 

第１１条 認定制度の円滑な運用を図るため、認定委員会を置くものとする。 

 

（委員の構成） 

第１２条 認定委員会は、全漬連の役員、学識経験者各 1 名以上及びその他有

識者により、５名以内で構成する。 

２ 委員は、全漬連会長が委嘱するものとする。 

 

（認定委員会の役割） 

第１３条 認定委員会は、全漬連の諮問に応じ、要綱、要領、認定基準及び 

表示基準の改定、もしくは廃止について審議し、全漬連会長に報告を行う。 

２ 認定委員会は、次の事項について審議・決定する。 

(1）認定のための調査結果に基づく認定可否、有効期間及び必要とする付帯事項。 
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(2) 第８条第１項に定める、認定の一時停止における停止解除の可否及び第８

条第３項に定める不合格であった場合の是正期間の設定。 

(3) 第１０条第１項で定める要件に基づく、有効期間の短縮とその期間、認定の

取消し、欠格期間の設定及び付帯措置。 

(4) 認定及び取消しに関する異議申立の取扱い。 

 

（利害関係者の意見の表明） 

第１４条 前条第２項に利害関係のある者は、認定委員会に出席して意見を述

べることができる。 

 

第３章 発酵漬物の認定申請手続 

 

（認定申請） 

第１５条 全漬連の会員は、全漬連に対し、発酵漬物の認定を申請することがで

きる。 

２ 前項の申請には、当該製品ごと（同一工程製品は、一括申請も可。）に、様

式１の発酵漬物認定申請書（以下、｢認定申請書｣という。）及び認定申請書添付

書類を各 3部、全漬連に提出しなければならない。 

 

（認定審査料の納付） 

第１６条 申請者は、認定申請が受理された後、第２７条に定める認定審査料等

を全漬連の請求に基づき事前に納入しなければならない。 

 

（認定審査） 

第１７条 第１５条及び第２０条の申請が行われたときは、全漬連は書類審査

を実施する。なお、書類審査に合格した後、当該申請製品について認定基準に適

合しているかについて、随時、現地調査を行うものとする。 

 

（結果の通知、異議申立） 

第１８条 全漬連は、前条に基づく認定の可否及び登録年月日について、当該申

請者に対し、様式２の発酵漬物登録通知書により遅滞なく通知する。 

２ 当該申請者は、認定の可否の通知を受け取った日から 15日以内に、認定委

員会に対し異議の申立をすることができる。 

 

（変更の届出） 

第１９条 申請者は、第１５条第２項で定める認定申請書の記載事項に変更が
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あったときは、遅滞なく、定められた様式３を３部全漬連に提出しなければなら

ない。 

２ 認定した品目を取り下げる場合は、様式６を 3部提出しなければならない。 

 

第４章 認定製品の更新手続 

 

（更新の申請） 

第２０条 第６条第２項の更新審査の手続きは、次の通りとする。 

（1）更新を希望する申請者は、様式４による発酵漬物認定更新申請書（以下、

「更新申請書」という。）3部を全漬連に提出しなければならない。 

（2） 更新申請は、認定の有効期間満了日の 6 ヶ月前より受け付けるものとす

る。その満了日を過ぎた場合には、改めて第３条に基づく認定審査を受けなけ

ればならない。 

 

（更新審査料の納付） 

第２１条 申請者は、更新申請が受理された後、第２８条に定める更新審査料等

を全漬連の請求に基づき事前に納入しなければならない。 

 

（更新審査） 

第２２条 全漬連は更新申請に基づき、当該製品が認定基準に適合しているか

審査を行う。なお、必要に応じ現地調査を行うものとする。認定委員会は、その

審査結果に基づき、当該製品の認定の可否及び有効期間の査定等を行う。 

 

第２３条 更新された認定の有効期間は、従前の有効期間満了の日の翌日から

起算するものとする。 

２ 結果の通知及び異議申立については、第１８条を準用する。 

 

第５章 認定製品の製造工場調査及び認定証票の使用 

 

（製造工場調査） 

第２４条 全漬連は、必要と判断した場合は、製造工場調査を行うことがある。 

２ 工場調査を受けた申請者は、その費用として、第２８条に定める工場調査費

用等を全漬連の請求に基づき、納めなければならない。 

 

（認定証票使用料の支払い） 

第２５条 申請者は、第２８条に定める認定証票を付して製造する発酵漬物の
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認定証票使用料を全漬連の請求に基づき支払うものとする。認定証票使用料は、

認定制度の運用、認定審査費用等に充当する。 

 

（市販品の調査、改善指導） 

第２６条 全漬連は、製品であって、認定証票が付されて販売に供されているも

のが、「審査基準」を満たしているか否かについて、調査することができる。 

２ 全漬連は、市販品の調査により、認定製品の認定証票及びその表示が不適当

と判断したときは、当該認定製品製造者に対し、その改善を指示すると共に、認

定証票の使用を禁止することができる。 

 

第６章 発酵漬物認定制度に係る費用と徴収 

 

（審査料等と徴収） 

第２７条 第９条で定める再審査料等、第１６条で定める認定審査料等及び第

２１条で定める更新審査料等の金額を次の通り定める。 

(1) 認定審査料等 

ア.認定審査手数料 別記の料金表の金額を適用する。 

イ.出張調査旅費 認定のために出張して調査した場合は、合理的に算定した 

旅費を審査手数料とは別に徴収する｡ 

(2) 更新審査料等 

ア.更新審査手数料 別記の料金表の金額を適用する。 

イ.出張調査旅費 更新のために出張して調査をした場合は、（1）イ．の規定を

準用する。 

(3) 再審査料等 

ア．再審査手数料 別記の料金表の金額を適用する。 

イ. 出張調査旅費 解除確認のために出張して調査をした場合は、（1）イ．の

規定を準用する。 

(4）工場調査費用等 

工場調査に要した費用は（1）認定審査料等に準じて徴収する。 

 

（認定証票使用料等と徴収） 

第２８条 第２５条に定める認定証票使用料は、別記の料金表の金額を適用す

る。なお、認定証票を不正使用した場合の措置として、不正使用により全漬連の

名誉を著しく傷つけたとき又は損害が生じた場合は、全漬連は、当該認定製品事

業者に対し損害賠償を請求することができる。 
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 (別記) 

令和元年５月３０日制定 

 

発酵漬物の認定審査料等料金表 

 

発酵漬物認定要領第２７条に定める発酵漬物認定審査手数料、更新審査手数料、

再審査手数料、工場調査費用及び第２８条に定める認定証票使用料の金額は下

記の通りとする。 

 

第２７条 

（１）のア．認定審査手数料は、一申請（同じ発酵過程であれば、複数製品も同

一と見做す。以下同じ。）当たり３０，０００円とする。 

 

（２）のア．更新審査手数料は、一申請当たり５，０００円とする。 

 

（３）のア．再審査手数料は、一申請当たり３０，０００円とする。 

 

（４）工場調査費用は、一工場当たり２０，０００円とする。 

 

第２８条 

認定証票使用料は、認定証票使用数に 20銭を乗じた金額とする。 

 

 

 

 

附則（令和元年５月３０日 制定） 

この要領、表示基準及び別記は、令和元年５月３０日から施行する。 
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令和元年５月３０日制定 

 

 

発酵漬物の表示基準及び表示様式 

 

発酵漬物認定要綱第５条第２項に定める｢発酵漬物の認定基準」に適合した製品

に貼付又は印刷する「認定証票」の様式及び表示の方法を次の通り定める。 

 

（一）様 式 

 

            

 

 

 

（1）認定証票の表示サイズは外周円の幅が 13mm以上 23mm以内とすること。 

（2）認定証票の配色は金黒または白黒２色とすること。 

（3）別紙「パッケージ上での表示ルール」に従って印刷すること。 

 

（二）表示方法 

（1）「認定証票」は文字が正確に読み取れるよう、擦れ等がないように印刷する

こと。 

（2）「認定証票」の表示は最小包装単位で行うことが原則であるが、最小包装単

位に「認定証票」を貼付した製品を輸送するために用いるダンボール等の外

箱にも「認定証票」を貼付する場合は、外箱に最低限、商品名、内容量、賞

味期限、保存方法、製造業者等の氏名を同時に印刷または、同時に印刷した

シールを貼ること。 

 

（三）認定証票の受払い及び報告 

  発酵漬物認定証票受払簿により使用数量を管理し、毎月の使用数量を翌月

１０日までに全漬連に報告すること。 

 

（四）禁止事項 

認定製品以外に「認定証票」を使用することは禁止する。 
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(様式 1)

発酵漬物認定申請書

全日本漬物協同組合連合会
会　　長　野　﨑　伸　一　殿

㊞

　全日本漬物協同組合連合会の発酵漬物認定要領第1５条第2項に基き下記製品の認定を
申請します。

記

　1．製造工場の名称及び住所

　2．認定を受けたい発酵漬物の種類、製品名等

　①　種　類

　②　商品名

　　③　容　器

　

　3．申請書提出以降1年間の認定証使用数量予定

　4．添付書類
　　①　製造工程表
　　②　乳酸菌数及びｐHの証明書

　（製造時期の異なる３ロット以上の証明書）

住　　　　 所

法人の名称

代表者氏名

    年    月    日

 

 

 

  



18 

 

（様式２） 

  年  月  日 

 

 殿 

 

全日本漬物協同組合連合会 

                      

 

発酵漬物登録通知書 

 

 令和 年 月 日付けで申請のあった製品は、下記のとおり登録しました。 

 

 

記 

 

認定 

番号 
商 品 名 登 録 年 月 日 

   年  月  日 
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(様式３)

発酵漬物認定申請書記載事項の変更届

全日本漬物協同組合連合会

会　長　野　﨑　伸　一　殿

住　　　所

法人の名称
代表者氏名

　全日本漬物協同組合連合会の発酵漬物認定要領第19条に従い、下記のとおり変更の届

出をします。

記

１．変更の内容　認定番号、商品名

３．変更年月日

    年    月    日

    年    月    日

新 旧

２．変更の内容
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(様式４)

発酵漬物認定更新申請書

全日本漬物協同組合連合会

会　長　野　﨑　伸　一　殿

住　　　　 所　

法人の名称　

代表者氏名　 ㊞

　全日本漬物協同組合連合会の定める発酵漬物認定要領第20条の規定に基づく

認定更新手続に従い、下記製品の認定更新を申請します。

記

1．認定番号、商品名

　②　商品名

２．認定年月日　　　　　　年　　月　　日

３．更新認定を受けた直後の１年間の認定証使用予定数量

４．　添付書類

　①　製造工程表
　②　乳酸菌数及びｐHの証明書

　①　認定番号

      年    月    日
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(様式 5)

発酵漬物認定停止再審査請求書

全日本漬物協同組合連合会
会　長　野　﨑　伸　一　殿

㊞

　  　　年　　月　　日の通知により、発酵漬物の認定を一時停止されましたが、一時停止事由が
解消いたしました。

　上記結果を受けて、全日本漬物協同組合連合会の発酵漬物認定要領第８条に基づき下記製品
の認定停止再審査を請求します。

記

　1．商品名

　2．認定番号

　3．認定の有効期間　　  　　年　　月　　日まで

　４．一時停止年月日    　　　年　　月　　日

      年    月    日

住　　　　 所

法人の名称

代表者氏名
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(様式　6  )

認定品目の認定取下げ届

全日本漬物協同組合連合会

会　長　野　﨑　伸　一　殿

住　　　　 所　

法人の名称　

代表者氏名　 ㊞

下記、認定品目の認定取下げを届けます。

記

１．商品名

２．認定番号

３．取下げ年月日：

４．取下げ理由：

  　　年　　月　　日

　

認定第　　　　　号

  　　年　　月　　日
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発酵漬物の製造・製品説明書（乳酸発酵漬物） 

乳酸発酵漬物 

会 社 名 

〒住所、電話、 

担当部署 

 

 

製 造 所 

〒住所、電話 

担当部署 

 

 

１ 漬物の種類                

２ 乳酸発酵漬物の製造工程   

①原料受入  → ② → ③ →  ・ ・ ・ ・ ・ ・ →   ○ 

・塩漬け(下漬）期間（   日）、漬上り時（塩度（  ％）、ｐＨ（  .  ）） 

→ ○ → ○ → ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ → ○製品出荷 

・調味液漬け期間（   日）、漬上り時（塩度（  ％）、ｐＨ（  .  ）） 

＊○印で工程番号を記すこと、＊別紙による工程図の添付提出可 

（注１）製造工程中における発酵工程を必ず記載すること、（   ）は、自社データを記入すること 

（注２）塩蔵品を原料とする場合は、塩漬け（下漬け）工程、その漬上り時のデータは、記載不要のこと 

（注３）発酵前、発酵中のｐＨ値を変化させる有機酸（酢酸、乳酸等）、有機酸塩類の添加は行わないこと 

３ 乳酸発酵の工程名（工程番号：（   ）） 

・乳酸発酵の区分 （天然乳酸菌によるもの、培養した乳酸菌によるもの） 

・乳酸発酵の期間（    日）、発酵後の塩度（   ％）、ｐＨ（  .  ） 

・乳酸発酵段階（前、中、後）サンプルの乳酸菌数の証明 

⇒ 各段階分の分析機関証明書（別添１－（１）の３ロット分を添付すること 

（注）分析用サンプルは、固形物（200ｇ）又は液汁（200ｍｌ）をサンプル袋に入れて凍結（又は冷蔵）したもの

を分析機関に提出すること 

４ 製品グループ（３の製品を主とする漬物） 

商 品 名 

  

認定証票 

シール（大・小） 

色合い 

金・黒 

商品の表示 

（別添２）の提出 

備 考 

（注２） 

     

     

     

（注１）容器包装の現物又はその容器包装表示の全面コピー（別添２）をアイテム毎に添付すること。 

(注２)開発中の製品は、備考欄に表示未作成の旨を記載し、認定後に最終版の表示包装を提出し認定を受けること 

（注３）発酵漬物の認定証票をシールから容器包装に加刷変更するときは、事前に変更する別添２の変更届を提出

して承認を受けること。 

 

  

発酵漬物審査用の様式                    受付日     .   .   
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発酵漬物の製造・製品説明書（発酵床熟成漬物） 

発酵床熟成漬物 

会 社 名 

〒住所、電話、 

担当部署 

 

 

製 造 所 

〒住所、電話 

担当部署 

 

 

１  漬物の種類                   

 

２ 発酵床熟成漬物の製造工程   

①原料受入  → ② → ③ →  ・ ・ ・ ・ ・ ・ →   ○ 

・塩漬け(下漬）期間（    日）、漬上り時 塩度（  ％）、ｐＨ（  .  ）） 

→ ○ → ○ → ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ → ○製品出荷 

＊○印で工程番号を記すこと ＊別紙による工程図の添付提出可 

（注１）発酵床熟成工程を必ず記載すること 

（注２）（   ）は、自社のデータで記入すること、塩蔵品が原料の場合は、塩漬け（下漬け）期間、漬上り時

のデータは、記載不要のこと 

３ 発酵床熟成の工程名（工程番号）（○    ）、 

・発酵床の発酵生成物の種類・全濃度（    ・  ％） 

・熟成の期間（    日）、漬け回数（  回）、熟成仕上り時（塩度（   ％）、ｐＨ（  .  ）） 

・発酵生成物の購入証明 ⇒ 購入先の製品規格書、商品規格書等（別添１－（２）） 

（注）発酵床（同一食品）を変更するときは、事前に購入先の製品・商品規格書を併せた変更届を提出して承認

を受けること 

４ 製品グループ（３の製品を主とする漬物） 

商 品 名 

 

認定証票 

シール（大・小） 

色合い 

 金・黒 

商品の表示 

（別添２）の提出 

備 考 

（注２） 

     

     

     

（注１）容器包装の現物又はその容器包装全ての表示のコピー（別添２）をアイテム毎に添付すること。 

(注２)開発中の製品は、備考欄に表示未作成の旨を記載し、認定後に最終版の表示包装を提出し認定を受けること 

（注３）発酵漬物の認定証票をシールから容器包装に加刷変更するときは、事前に変更する別添２の変更届を提出

して承認を受けること。 

 

  

発酵漬物審査用の様式                    受付日     .   .   
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（申請書の資料記載参考） 

 

 

乳酸発酵漬物の乳酸菌数測定のための分析依頼ガイド（案） 

 

全日本漬物協同組合連合会 

 

 

・乳酸菌数測定法は、「食品衛生検査指針 微生物編 2018 記載の MRS 寒天培地法を推奨する。」 

とする。（宮尾先生等） 

（他の乳酸菌測定法や改良ＭＲＳ法がその分析機関が得意で行っていれば、排除しない） 

（乳酸菌数の証明書には、上記の測定法の名称を添え書きしてもらうこと） 

（証明書が発給できない研究機関は、データの提供とその責任者名の署名を依頼） 

 

・乳酸菌数の測定用サンプルの採取のしかた 

（液体では数箇所から計 200ｍｌ等、固体では２箇所から計 200ｇ等、その保管のしかた（凍結） 

 

・サンプルの分析機関への提出法（１ロット分の凍結保存した一連の発酵段階のサンプルを、同時に提

出依頼することが望ましいこと） 

 

・その他  
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